
 
 
１．調査の目的 
区内中小企業の経営状況や経営環境、区への要望等に関するアンケート調査を実施することにより、

経営実態や特性を把握し、今後の区の産業振興施策の策定・実施に活用する。 
 
２．対象者 
  産業情報システムに登録されている区内の中小企業で、標準産業分類（大分類）の建設業、製造業、

運輸業、サービス業のいずれかに該当する事業所 5,502社の内、無作為に 1,400社を抽出した。 
 

【調査対象内訳】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
３．調査項目概要 
（１）組織・人材について 

 （２）売上・利益について 
 （３）取引・販売について 
（４）資金の調達について 

 （５）現在の製品・技術・サービスについて 
 （６）事業承継について 
 （７）ＩＴ化（情報システム化）について 
 （８）区の産業振興施策について 
 （９）今後の区の産業振興施策に求めること 
 
４．調査方法 
  郵送配布、訪問回収 
  
５．調査期間 
  平成 21年 6月 25日～7月 31日 
 

建設業 製造業 運輸業 サービス業 計

南千住 22 109 2 19 152

荒川 16 173 2 30 221

町屋 12 168 0 19 199

東尾久 35 202 0 30 267

西尾久 26 140 4 25 195

東日暮里 23 149 6 26 204

西日暮里 17 113 2 30 162

計 151 1,054 16 179 1,400
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６．回収結果 
  合計 846社から回答を得た。回収率は 60.4％、実回収率は 81.3％であった。 
 
【回収数内訳】 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※回収不能（Ｄ）の内訳 
廃業 135件、 休業 19件、 区外移転 42件、 所在不明 175件、 
対象外（業績の向上により「大手企業」に分類された等の理由による） 8件、  
未回答 175件 

 
７．報告書の見方について 
（１）構成比は表示未満を四捨五入しているため、合計が 100％にならない場合がある。 
（２）複数回答を可としている設問では、回答企業数を分母、回答数を分子として構成比を算

出しているため、全ての構成比を合計すると 100％を超える場合がある。 
（３）経営組織別集計における「その他の法人」とは、「合同会社」「合資会社」「合名会社」「Ｎ

ＰＯ」「協同組合」「その他法人」の計である。 

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ）

地区
調査
対象

回収数
(A)の内、
有効な記入
が無いもの

有効回収
(A)-(B)

回収不能
計

(A)+(D)
回収率
(A)/(E)

実回収率
(C)/((E)-(D))
※(D)の内、未
回答は除く

南千住 152 74 10 64 78 152 48.68 60.95

荒川 221 127 5 122 94 221 57.47 81.88

町屋 199 132 0 132 67 199 66.33 83.02

東尾久 267 145 1 144 122 267 54.31 80.00

西尾久 195 121 0 121 74 195 62.05 82.31

東日暮里　 204 151 0 151 53 204 74.02 90.42

西日暮里 162 96 0 96 66 162 59.26 84.21

計 1,400846 16 830 554 1,40060.43 81.29
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